
大分県農山漁村女性・若者活動支援資金貸付要綱 
 
 
（目的） 
第１  この要綱は、農山漁村女性、農山漁村若者に対し大分県農山漁村女性・若者活動支援資

金の貸付けを行うことにより、近代的な農・林・漁業の経営を担うにふさわしい生産者の育
成と作業環境等の整備を図ることを目的とする。 

 
（定義） 
第２  この要綱における用語の意義は、次のとおりとする。 
（１）農山漁村女性とは、女性農・林・漁業者、又はその組織する団体をいう。 
（２）農山漁村若者とは、現に農・林・漁業を主たる職業とする生産者、又は将来経営を実質

的に承継すると認められる後継者で、１８歳以上５０歳未満の者をいう。 
（３）女性活動資金とは、農・林・漁業の女性が作業環境等の整備を図るために必要な施設の

設置等に要する資金をいう。 
（４）若者育成資金とは、農林漁業後継者資金及び定住促進資金をいう。 
（５）農林漁業後継者資金とは、農・林・漁業の後継者が経営を開始、又は承継するのに必要

な施設、機械等の取得及び初度的運転経費に要する資金をいう。 
（６）定住促進資金とは、農山漁村若者の居住する住宅の新築、増改築及び結婚に要する資金

をいう。 
（７）農山漁村ツーリズム推進資金とは、農林漁業体験民泊及び農山漁村体験の促進のために

必要な家屋の改修、施設の整備及び、その活動推進等に要する資金をいう。 
 

（融資機関及び事務取扱） 
第３  この資金の融資機関は、農業及び林業は大分県信用農業協同組合連合会（以下「県信連」

という。）とし、事務取扱は、農業協同組合法（昭和 22 年法律第 131 号）第 10 条第 1 項第
2 号及び第 3 号の事業を併せて行う農業協同組合（以下「農業協同組合」という。）とする。 

ただし、前述の事業を実施していない農業協同組合については、県信連が直接、事務取扱
を行うものとする。 

漁業の融資機関は大分県漁業協同組合（以下「県漁協」という。）とする。 
 
（資金の供給） 
第４ この資金の貸付けに必要な原資は、大分県農山漁村女性・若者活動支援資金預託契約及 

び大分県農山漁村女性・若者活動支援資金に係る事務処理契約に基づき県信連及び県漁協に 
貸付けた資金を充当する。 

 
（貸付対象者及び資金の種類） 
第５  この要綱で定める、それぞれの資金の貸付対象者は次のとおりとする。 
（１）女性活動資金        農山漁村女性（農山漁村女性を構成員とする団体を含む

。）又はその活動を支援する農・林・漁業者、及びその
組織する団体 

（２）農林漁業後継者資金     農山漁村若者のうち、次の条件を全て満たす者 
（ア）将来における経営の承継が見込める者 
（イ）就業後５年以内の者 

（３）定住促進資金        農山漁村若者 
（４）農山漁村ツーリズム推進資金 知事が農山漁村ツーリズムの普及に意欲的であると認め

た者で、次の条件を全て満たす者。 
(ア)旅館業法施行規則第５条第４号に規定する施設によ

り農林漁業体験民宿業を営む者（事業完了後６ヶ月



以内の営業開始が見込める者を含む。）又はその農
林漁業者を構成員とする団体。 

(イ）目標年度において本資金の年間償還額以上のツーリ
ズム所得が見込める者 

 
（事業計画の認定） 
第６  知事は、この資金を借り受けようとする者から事業計画の認定申請があった場合は、そ 

の内容を審査のうえ、認定又は不認定の旨を申請者及び関係機関へ通知するものとする。 
２  知事は、貸付金の使途等について次の一に該当すると認めるときは、資金を借り受けた者 

（以下「借受者」という。）に対し認定を取り消し、又は一時償還により既に貸付けた貸付
金の全部若しくは一部の返還を県信連代表理事理事長及び県漁協代表理事組合長をして命ず
ることができる。 
（１）借受者が借入金を目的以外に使用したとき、又はこの要綱に違反したとき。 
（２）借受者が第２に規定する貸付対象者（農山漁村若者にあっては、年齢事項を除く。）

でなくなったとき。 
 
（借入手続） 
第７  認定の通知を受けたものは、認定書の公布を受けた日から原則３０日以内に借入手続き

をするものとする。 
 
（貸付条件） 
第８  第２に定める資金の貸付条件は、別表のとおりとする。 

 
（事業実施報告） 
第９  借受者は、あらかじめ知事の承認を受けた場合を除き、資金借入れ後６ヵ月以内に事業

を実施するものとし、事業完了後は事業実施報告書を知事に提出しなければならない。 
 
（報告及び調査） 
第 10  知事は、この資金にかかる事業等に関し、必要があると認めるときは、借受者、融資機 

関及び農業協同組合の関係書類等を調査し、又は報告を求めることができる。 
２  借受者、融資機関及び農業協同組合は、前項の調査又は報告に応じなければならない。 

 
（支払の猶予） 
第 11 知事の指定する災害等の理由により貸付金の償還が困難な場合には、借受者は償還期限 

３０日前まで(知事がやむを得ない事由があると認める場合にあっては、償還期限の前日ま
で）に支払猶予を申請をするものとする。 

２ 知事は、その内容を審査し、猶予することが適当と認めた場合は申請者及び関係機関に通
知するものとする。 

３ 知事は、支払猶予をしない旨を決定したときは、その旨を申請者及び関係機関に通知する
ものとする。 

 
（その他） 
第 12  この要綱の施行について必要な事項は別に定める。 

 
附    則 
 １  この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 
  ２  この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 
 ３  この要綱は、平成１９年５月１日から施行する。 
 ４  改正後の要綱は、平成２０年６月１日から施行する。 
  ５ 改正後の要綱は、平成２７年３月２３日から施行する。 



 ６ 改正後の要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 
 ７ 改正後の要綱は、令和元年７月３１日から施行する。 
 ８ 改正後の要綱は、令和２年４月１日から施行する。 
 ９ 改正後の要綱は、令和３年４月１日から施行する。 
 10 改正後の要綱は、令和５年４月１日から施行する。 



（別表）
償還期限 償 還 の 方 法

（うち据置期間） 及 び 期 日

・全資金につき借入

　申込は千円単位で

１．作業環境整備資金 　行うこと

　　・出荷調整施設 （切捨て）

　　・経営管理施設

２．農林水産物活用施設整備資金 １０年以内 無利子 　元本均等 個人：２００万円
　　・調理、加工、飲食営業施設 （２年以内） 　毎年 団体：５００万円
　　・農林水産物加工用施設 　１０月１日償還

４．就労環境整備資金　

　　・女性向け更衣室、休憩室等整備

　　・女性向け農機具、省力作業設備等

(農林漁業後継者資金)

個人：１，８００万円 ・就農後、5年以内

（住宅資金） （住宅資金）

（結婚資金）

１０年以内 （結婚資金）

（２年以内） ・披露宴資金

１．民泊・体験施設整備費

推

進 ２．農山漁村ツーリズム活動推進費

資

金

資　金　の　種　類 貸付利率 貸付限度額 貸付対象経費 備　　考

　農林漁業経営への参画や農産加工等の起業
を目指す女性活動を支援するため、次の各号
に掲げる施設などの設置、設備に要する資金

女

性

活

動 　工事費（資材費等を含む）及び
これに付随する必要不可欠なもの
の購入費

・農協又は漁協組合員
であるか確認が必要

資

３．直売施設資金
金

若
者
育
成
資
金

１．農林漁業後継者資金
　生産に係る機械及び資材の購入
費、施設の設置費等、初度的経費

２．定住促進資金

個人：６００万円 　若者が居住する住宅の新築・増
改築費用

・他の住宅資金との併
せ貸しは事前相談が必
要
・火災共済（保険等）
へ加入が必要

個人：１５０万円 　若者が結婚準備のために必要と
なる資金

１７年以内
（５年以内）

農
山
漁
村
ツ
ー
リ
ズ
ム

農山漁村の体験を行うために必要な資金

個人・団体
５００万円

　施設整備費（工事費・資材費）
及びこれに付随する必要不可欠な
ものの購入費

団体
２００万円

　研修・広告宣伝費・イベント開
催経費等グリーンＴ等の活動を推
進するにあたって必要な費用（団
体のみ）


